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⚫ 第２回ＡＵＶ官民ＰＦにおいて、ＡＵＶの社会実装に向けた課題とその対応について説明

⚫ 本日は、課題に対する検討状況を説明

第２回AUV官民PFの振り返り

課題❶
２０３０年における具体的な達成すべき目標が
必要

目標が具体化され、官民ＰＦにおいて共有可能
な目標を設定する。

課 題 対 応

課題❷
２０３０年を見据えたユースケースの絞り込みが
必要。つまり、何に優先的に資源を投資すべき
かの見極めが必要

２０３０年まで、５年強しかないという時間的制
約の中、「何ができるのか」という現実的な絞り
込みを行う。

課題❸
各ユースケースにおいて、運用ニーズを明らか
にするとともに、機能・性能の具体化が必要

課題❷で絞り込んだユースケースにおけるＡＵＶ
ユーザーやＡＵＶが産みだすサービスの受益者
のニーズを明確化し、これを踏まえてＡＵＶに求
められる機能・性能を具体化する。

※ ２０３０年以降の目標や取組は、現時点においては項目出し程度とし、２０３０年の目標達成に向けた取組の進展を踏まえ、今後具体

化していく。

【第２回官民ＰＦ資料３－１より抜粋】
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⚫ ３９機関（45名）が作業部会に参加し、今後増勢が見込まれる浮体式洋上風力発電ファームを一例

として、AUVの活用のあり方等について、具体的な検討を集中的に実施

⚫ これまでに、同ファームにおけるＡＵＶのユースケース及びユースケースに対応したＡＵＶの機能・性

能（条件）及び技術課題について議論

⚫ 今後は、ＡＵＶを活用するにあたってのビジネスモデル及び制度・ガイドラインを検討し、本年１２月

までに結果を取りまとめ、来年１月の第５回ＡＵＶ官民ＰＦにて成果発表

⚫ 本作業部会での議論や成果は、AUV社会実装に向けた検討に反映していく。

作業部会について
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２０４０年頃の浮体式洋上風力発電ファームにおけるＡＵＶ活用イメージ

２０４０年頃の浮体式洋上風力発電ファームにおけるＡＵＶ

浮体式洋上風力発電ファーム

・ＥＥＺ内に設置

・５０基以上の風車

・百㎢以上のフィールド

浮体式洋上風力発電ファームの課題 解決策

⚫ 浮体式洋上風力発電ファームがＥＥＺ内に存在。CTVの運航コ

スト等によりOPEXが上昇

⚫ 百㎢級の浮体式洋上風力発電メガファームが出現し、５０基以

上の風車が設置されるが、予防保全に必要なデータを一定頻

度での取得が必要

➢ （人が関与する場合は、）１基の浮体部、係留索、ダイナミッ

クケーブル等に対してAUVを用いた点検が１日を要し、海象

条件等を踏まえ予備日を２日と設定した場合、５０基の点検

を完了させるには、１５０日程度を要する。

⚫ AUV水中ターミナル及びAUV/ASV/ROV拠点を浮体式洋上

風力発電ファームに設置し、メンテナンス等の遠隔化・自動化

➢ 自動でＡＵＶがターミナル等より各風車へ赴き、予防保全に

必要なデータを自動取得、ターミナル又は拠点から衛星通信に

よりデータ伝送（海象によりＡＳＶ＋ＲＯＶを活用する場合もあ

る。）

➢ 異常が発見されれば、自動でＡＳＶ+ＲＯＶが対象風車へ赴き、

修理等を実施（ＡＳＶを経由して、ROVを遠隔操作）

⚫ 人が関与することないような自律化をＡＵＶに求めることで、連

続した作業を実現

>

２０４０年以降、４０個程度の浮体式洋上風力発電

ファームが存在している可能性も

作業部会提示資料
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２０３０年の浮体式洋上風力発電ファームにおけるＡＵＶ活用イメージ

２０３０年の浮体式洋上風力発電ファームにおけるＡＵＶ

数NM

数ｋｍ

SSBL

有人船

AUV

浮体式洋上風力発電ファーム

・沖合から数NM

・数基の風車

・数十㎢のフィールド

ASV

ROV

浮体式洋上風力発電ファームの課題 解決策

⚫ 将来のＥＥＺに設置されるメガファーム出現に備えた、メンテナ

ンス等の遠隔化・自動化の見通しが必要

⚫ AUV等の海中ロボットの安定的な供給体制の構築が必要

⚫ ステークホルダーの資金負担の軽減策が必要

⚫ 将来を見据えた、限定的な遠隔化・自動化を実現

➢ 有人船でAUVを運搬、投入し、予防保全に必要なデータを

自動取得（海象によりＡＳＶ＋ＲＯＶを活用する場合もある。）

➢ 異常が発見されれば、自動でＡＳＶ+ＲＯＶが対象風車へ赴

き、修理等を実施（ＡＳＶを経由して、ROVを遠隔操作）

➢ 将来の遠隔化・自動化を見据え、ＡＵＶ、ＡＳＶ+ＲＯＶを活

用し、インテリジェンス化を企図

➢ 保守点検システムを確立・実装

⚫ ＡＵＶリースを含めたビジネスモデルを確立・実装

>

作業部会提示資料
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２０３０年、２０４０年頃のＡＵＶの全体目標（案）（課題❶について）

⚫ 作業部会にて提示した２０３０年及び２０４０年頃の浮体式洋上風力発電ファームにおけるＡＵＶ活用イ
メージ（事務局想定）をベースとして、２０４０年頃のＡＵＶ全体目標（案）を作成（別紙１参照）

⚫ ２０４０年頃のＡＵＶ全体目標をゴールと捉え、バックキャストで２０３０年のＡＵＶ全体目標（案）を作成
（一部検討中）（別紙２参照）

1. ＡＵＶは、水中ロボティクスの中核として、海洋における幅広いタスク遂行に不可欠な
ツールとなっていること。

2. 本来のＡＵＶとしての価値を最大限発揮するため、人の関与が局限されている状態で
あること。

3. 多くのステークホルダーを巻き込んだビジネスモデルが確立、稼働していること。
4. ＡＵＶ及びＡＵＶを利用・付随したサービスが海外に輸出されていること。

２０４０年頃の全体

目標（案）

1. ＡＵＶは、水中ロボティクスの一つとして、海洋における一部のタスク遂行に活用され
るツールとなっていること（将来のAUVインテリジェント化に向けて、AUVの活用機
会を増やすことが極めて重要）

2. ２０４０年頃の徹底した無人化・省人化達成に向けた技術的、制度的課題等が整理さ
れ、最先端の研究開発に取り組んでいること。

3. ビジネスモデルについて（作業部会にて検討）
4. サービスの海外展開について（作業部会にて検討）

２０３０年頃の全体

目標（案）

バックキャスト
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２０３０年に向けて注力すべきユースケース（課題❷について）
⚫ ２０３０年に向けて注力すべきユースケースを検討

⚫ ユースケースを整理するにあたって、以下を考慮した。

✓ ２０３０年時点で確実なニーズが見込まれること

✓ ２０３０年時点でニーズが少なくとも、２０３０年以降でニーズ増加が見込まれるもの 

＋ 海洋安全保障、
海洋資源開発等

※１ 生物多様国家戦略関係省庁連絡会議「３０ｂｙ３０ロードマップ」 ,  h t tps : //www.env .go. jp/content/900518835.pdf （２０２４年９月２７日最終確認）

※２ 資源エネルギー庁「CCS政策の現状と今後について（令和４年１１月３０日）」 , h ttp : //www.japic .o rg/ informat ion/2022/12/13/296 -3.pdｆ（２０２４年９月２７日最終確認）  
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ＡＵＶの機能・性能（課題❸について）

⚫ 作業部会では、浮体式洋上風力発電ファームにおいて、２０３０年及び２０４０年頃に求められるＡＵＶ
の機能・性能及び技術的課題を検討中

⚫ 作業部会では、最大５パターンのＡＵＶの必要性を検討中

航行型

ホバリング型
浅海域

中深度海域

浅海域

中深度海域

極浅海域※１

モデル 水 深 想定される分類

小型安価※2／目的特化

小型安価

目的特化

小型安価

目的特化

最大５パターン

※１ 極浅海域の環境におけるＡＵＶの利用は困難性を伴う可能性が高い。この困難性を克服するための技術開発等を継続するものと考えられるが、当面の間は

ＲＯＶ（将来的にはＡＳＶ+ＲＯＶ）の利用が現実的な選択肢となる。

※２ 極浅海域の厳しい環境の克服には推進機構の大型化（強化）が必要となり、コスト増が見込まれるが、今後の技術発展次第では小型安価となる可能性もあ

る。
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市場規模推計

⚫ 一部数値については精査中のため、第４回官民ＰＦにおいて浮体式洋上風力発電ファームの市場規模（金額）を説明

⚫ 加えて、その他のユースケースを含めた２０３０年と２０４０年の市場規模の総額を説明（下図のとおり。）

２０３０年 ２０４０年

〇〇億円（最大） 〇〇〇億円（最大）

ＡＵＶ・センサの購入費

＋

ＡＵＶに付随するサー

ビス価値

ＡＵＶが創出する

サービス価値

２０３０年 ２０４０年

〇億円 〇〇億円

２０３０年 ２０４０年

〇億円 〇〇億円

＋
２０３０年 ２０４０年

〇〇億円 〇〇〇億円
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2040年頃のＡＵＶ全体目標

➢ 少子高齢化がさらに進み、我が国の生産年齢人口は減少し、深刻な労働力不足とな
る。

➢ 他方、世界第６位の管轄海域を有する海洋大国の我が国は、海洋の安全保障及び持
続可能な海洋の構築を着実に進め、海洋立国の実現が求められている。

➢ 省人化・無人化のキーアセットであるＡＵＶを、海洋における幅広いタスクにおいて、
あたりまえのように活用

➢ 徹底した省人化・無人化を実現

別紙１

1. ＡＵＶは、水中ロボティクスの中核として、海洋における幅広いタスク遂行に不可欠な
ツールとなっていること。

2. 本来のＡＵＶとしての価値を最大限発揮するため、人の関与が局限されている状態で
あること。

3. 多くのステークホルダーを巻き込んだビジネスモデルが確立、稼働していること。
4. ＡＵＶ及びＡＵＶを利用・付随したサービスが海外に輸出されていること。

⚫ ２０４０年頃の我が国の課題及び課題解決の方向性を踏まえた、２０４０年頃のＡＵＶ全体目標を設定

課 題

課題解決の方向性

２０４０年頃の全体

目標
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1. ＡＵＶは、水中ロボティクスの一つとして、海洋における
一部のタスク遂行に活用されるツールとなっていること
（将来のAUVインテリジェント化に向けて、AUVの活用
機会を増やすことが極めて重要）

2. ２０４０年頃の徹底した無人化・省人化達成に向けた技術
的、制度的課題等が整理され、最先端の研究開発に取り
組んでいること。

3. ビジネスモデルについて（作業部会にて検討）

4. サービスの海外展開について（作業部会にて検討）

20３０年のＡＵＶ全体目標

⚫ ２０４０年頃のＡＵＶ全体目標からのバックキャストにより、２０３０年のＡＵＶ全体目標（案）及び具体的
目標（案）を作成

別紙２

AUV全体目標（案）

1. 検討❷で示すユースケースのうち、すべてのカテゴリー
（浮体式洋上風力発電、水産等）において、２つ以上のタ
スクをＡＵＶが担っていること。（実証は含まない。）

2. ２０４０年頃の徹底した無人化・省人化達成に向けたロー
ドマップが整備され、これに基づく最先端の研究開発が
遂行されていること。

3. ビジネスモデルについて（作業部会にて検討）

4. サービスの海外展開について（作業部下にて検討）

具体的目標（案）

【AUV戦略における２０３０年の目標】（参考）
2030 年までに我が国のAUV産業が育成され、海外展開まで可能となるよう、国主導の下で官民が連携して産業化や産業
育成の基盤となる最先端の研究開発等に取り組む。
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